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欧
州
に
お
け
る
自
動
車
産
業
の
位
置
付
け

　

欧
州
連
合
（
E
U
）
は
、
域
内
産
業
を

保
護
し
、
脱
炭
素
の
実
現
の
た
め
の
広
範

な
戦
略
の
一
環
と
し
て
、
中
国
の
E
V
お

よ
び
バ
ッ
テ
リ
ー
製
造
企
業
に
対
し
、
欧

州
で
の
投
資
や
技
術
移
転
を
義
務
付
け
る

新
た
な
規
制
の
導
入
を
検
討
し
て
い
る

1

。

E
U
は
、
補
助
金
提
供
を
条
件
に
、
中
国

企
業
に
対
し
技
術
移
転
や
現
地
製
造
を
求

め
る
と
い
う
。
こ
の
方
針
は
、
中
国
が
長

年
実
施
し
て
き
た
外
国
企
業
へ
の
知
的
財

産
権
共
有
要
求
へ
の
対
抗
措
置
と
も
捉
え

ら
れ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ま
で
中
国
の
不

公
正
な
貿
易
慣
行
を
批
判
し
て
き
た
E
U

自
身
が
同
様
の
手
段
を
採
用
す
る
こ
と
は
、

E
U
の
貿
易
政
策
や
自
動
車
産
業
戦
略
の

方
向
性
を
ど
の
よ
う
に
再
定
義
す
る
の
か

と
い
う
問
い
を
突
き
付
け
て
い
る
。

　

自
動
車
産
業
は
、
欧
州
に
お
け
る
数
少

な
い
世
界
的
競
争
力
を
持
つ
産
業
の
一
つ

で
あ
る
。
実
際
、
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
世

界
の
売
上
高
上
位
10
社
の
う
ち
4
社
が

E
U
に
本
社
を
構
え
て
お
り

2

、
E
U
全

体
の
雇
用
の
約
7
％
を
占
め
、
1
3
0
0

万
人
が
直
接
・
間
接
的
に
従
事
し
て
い
る
。

ま
た
、
E
U
製
造
業
の
付
加
価
値
の
8
%

を
占
め
る
重
要
産
業
で
あ
る
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
後
の

経
済
回
復
期
に
お
い
て
も
、
年
間
約

1
0
0
0
億
ユーロ
の
貿
易
黒
字
を
維
持
し
、

中
国
製
E
V
の
輸
入
急
増
に
直
面
し
た

2
0
2
4
年
に
お
い
て
も
約
9
0
0
億
ユーロ

の
貿
易
黒
字
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
、
年
間

約
7
0
0
億
ユーロ
を
研
究
開
発
（
R
＆
D
）

に
投
じ
て
お
り
、
E
U
に
お
け
る
民
間
R

＆
D
投
資
の
最
大
主
体
と
し
て
、
欧
州
の

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
リ
ー
ド
し
て
い
る

3

。

　

一
方
で
、
自
動
車
産
業
の
重
要
性
は

E
U
加
盟
国
に
よ
っ
て
大
き
く
異
な
り
、

次
の
三
つ
の
レ
ベ
ル
に
分
類
さ
れ
る
。

　

①
中
核
地
域

　

ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア
な
ど
、

市
場
規
模
が
大
き
く
、
企
業
の
意
思
決
定

部
門
や
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
、
R
＆
D
な
ど

戦
略
的
機
能
が
集
中
し
て
い
る
地
域
。
デ

ジ
タ
ル
化
や
E
V
へ
の
投
資
も
盛
ん
で
、

外
国
資
本
の
影
響
は
比
較
的
限
定
的
で
あ

る
。

　

②
周
辺
地
域

　

オ
ラ
ン
ダ
、
ス
ペ
イ
ン
、
チ
ェ
コ
、
ス

ロ
バ
キ
ア
な
ど
、
自
国
市
場
は
小
規
模
で

欧
州
自
動
車
産
業
、揺
ら
ぐ
1
0
0
年
の
基
盤

中
国
の
台
頭
と
ト
ラ
ン
プ
2・0
、問
わ
れ
る
戦
略
転
換

デ
ロ
イ
ト 

ト
ー
マ
ツ 

グ
ル
ー
プ

D
T
F
A
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ュ
ー
ト 

研
究
員

平
木
綾
香

解 説

　
欧
州
の
自
動
車
産
業
は
、
1
世
紀
に
わ
た
り
世
界
の
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
で
あ
り
続
け
て
き
た
が
、
今
、
そ
の
地
位
は
揺

ら
ぎ
つ
つ
あ
る
。
米
国
の
一
国
主
義
的
な
動
き
、
中
国
勢
の
台
頭
、
そ
し
て
電
気
自
動
車
（
E
V
）
シ
フ
ト
の
遅
れ
─
。

こ
れ
ら
の
課
題
を
乗
り
越
え
な
け
れ
ば
、
欧
州
の
優
位
性
は
終し

ゅ
う
え
ん焉
を
迎
え
る
か
も
し
れ
な
い
。
関
税
引
き
上
げ
な
ど
保
護

主
義
的
措
置
で
は
限
界
が
あ
り
、
技
術
革
新
や
産
業
基
盤
強
化
を
促
す
中
長
期
的
な
戦
略
が
求
め
ら
れ
る
。

ひ
ら
き・あ
や
か　
官
公
庁
、外
資
系

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
フ
ァ
ー
ム
に
て
、

安
全
保
障
貿
易
管
理
業
務
、上
場
企

業
の
経
済
安
全
保
障
リ
ス
ク
ア
セ
ス

メ
ン
ト
・
戦
略
策
定
支
援
な
ど
に
従

事
。デ
ロ
イ
ト 

ト
ー
マ
ツ 

フ
ァ
イ

ナ
ン
シ
ャ
ル
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
合
同

会
社
入
社
後
は
、シ
ン
ク
タ
ン
ク
部

門
の
立
ち
上
げ
・
拡
大
に
寄
与
。政
策

ビ
ジ
ョ
ン
の
立
案
、発
信
支
援
に
も

携
わ
る
。専
門
分
野
は
、国
際
政
治
経

済
、安
全
保
障
、ア
メ
リ
カ
政
治
外
交
。

修
士（
政
策
・
メ
デ
ィ
ア
）。
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輸
出
志
向
が
強
い
地
域
。
安
価
な
大
衆
車

や
単
純
な
組
み
立
て
作
業
が
中
心
で
あ
り
、

戦
略
機
能
は
乏
し
く
、
外
資
依
存
度
が
高

い
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
。

　

③
準
周
辺
地
域

　

ポ
ル
ト
ガ
ル
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ル
ー
マ

ニ
ア
な
ど
、
中
核
地
域
と
周
辺
地
域
双
方

の
特
徴
を
併
せ
持
つ
地
域
。
一
定
の
生
産

基
盤
や
投
資
を
呼
び
込
み
つ
つ
も
、
依
然

と
し
て
中
核
地
域
へ
の
機
能
依
存
が
残
る
。

欧
州
自
動
車
産
業
が
危
機
に
陥
っ
た
背
景

　

欧
州
自
動
車
メ
ー
カ
ー
は
、
か
つ
て
な

い
深
刻
な
危
機
に
直
面
し
て
い
る
。
業
界

関
係
者
か
ら
「
存
亡
の
危
機
」
と
ま
で
言

わ
れ
る
要
因
は
何
か
。

　

第
一
に
、
E
U
域
内
市
場
に
お
け
る
自

動
車
需
要
の
低
迷
が
あ
る
。
同
市
場
は
、

08
～
09
年
の
金
融
危
機
お
よ
び
10
年
の
欧

州
債
務
危
機
を
乗
り
越
え
、
安
定
し
た
成

長
を
続
け
て
き
た
が
、
19
年
以
降
、
成
長

が
鈍
化
。
20
年
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

の
流
行
に
よ
る
経
済
停
滞
や
サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー
ン
の
混
乱
な
ど
が
重
な
り
、
新
車
登

録
台
数
は
18
～
19
年
の
ピ
ー
ク
の
半
分
に

ま
で
落
ち
込
ん
だ
。
22
年
に
底
を
打
ち
、

回
復
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
23
年
以
降
も

依
然
と
し
て
10
年
代
の
水
準
を
下
回
っ
て

い
る
。
特
に
、
最
大
市
場
で
あ
る
ド
イ
ツ

や
フ
ラ
ン
ス
で
の
低
迷
が
目
立
ち
、
25
年

3
月
の
登
録
台
数
は
、
前
年
同
月
比
で
そ

れ
ぞ
れ
3
・
9
%
減
、
14
・
4
%
減
と
厳

し
い
状
況
が
続
い
て
い
る

4

。

　

需
要
低
迷
の
背
景
に
は
、
E
U
全
体
で

の
経
済
停
滞
や
イ
ン
フ
レ
、
さ
ら
に
は
政

策
の
不
確
実
性
が
あ
る
。
近
年
、
自
動
車

価
格
の
大
幅
な
上
昇
が
顕
著
で
あ
る
。
欧

州
の
主
要
メ
ー
カ
ー
は
、
19
年
以
降
最
も

手
軽
な
価
格
帯
の
モ
デ
ル
を
平
均
41
％
引

き
上
げ
て
い
る
。
こ
れ
は
同
期
間
の
累
積

イ
ン
フ
レ
率
の
約
2
倍
に
相
当
し
、
多
く

の
消
費
者
が
新
車
購
入
を
躊ち

ゅ
う
ち
ょ躇

す
る
要
因

と
な
っ
て
い
る

5

。

　

加
え
て
、
政
府
に
よ
る
自
動
車
購
入
支

援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
縮
小
や
停
止
も
消
費
者

の
購
買
意
欲
を
妨
げ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
政

府
は
23
年
11
月
、
憲
法
裁
判
所
が
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
予
算
の
転
用
を
無
効

と
す
る
判
決
を
下
し
た
た
め
E
V
購
入
補

助
金
制
度
を
突
然
終
了
し
た
後
、
需
要
低

迷
の
拡
大
を
受
け
、
24
年
9
月
に
E
V
や

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
車
（
Z
E
V
）
の
購

入
を
促
進
す
る
税
制
優
遇
措
置
を
再
導
入

す
る
な
ど
政
策
が
揺
れ
動
い
て
い
る

6

。

　

フ
ラ
ン
ス
で
は
23
年
12
月
、
環
境
保
護

を
目
的
に
し
た
E
V
の
購
入
支
援
プ
ロ
グ

ラ
ム
に
お
い
て
製
造
・
輸
送
過
程
の
二
酸

化
炭
素
（
C
O2
）
排
出
量
を
基
に
算
出

し
た
「
環
境
ス
コ
ア
」
が
一
定
基
準
を
満

た
す
モ
デ
ル
に
補
助
金
対
象
を
限
定
し
た
。

こ
の
新
基
準
に
よ
り
、
中
国
メ
ー
カ
ー

B
Y
D
の
「Atto

」
や
「D

olphin

」、

さ
ら
に
中
国
で
製
造
さ
れ
た
テ
ス
ラ

「M
odel 3

」
や
B
M
W
「iX3

」
な
ど
が

支
援
対
象
外
と
な
っ
た
。
欧
州
製
の
E
V

が
優
遇
さ
れ
る
結
果
と
な
り
、
補
助
金
の

趣
旨
を
普
及
促
進
か
ら
持
続
可
能
性
の
向

上
へ
シ
フ
ト
さ
せ
る
と
い
う
表
向
き
の
理

由
以
上
に
、
中
国
メ
ー
カ
ー
の
市
場
シ
ェ

ア
拡
大
を
抑
制
す
る
狙
い
が
透
け
て
見
え

る
7

。

　

こ
う
し
た
政
策
の
揺
れ
は
、
需
要
回
復

の
妨
げ
と
な
り
、
欧
州
自
動
車
産
業
の
競

争
力
低
下
に
つ
な
が
る
リ
ス
ク
を
孕は

ら

ん
で

い
る
。
E
U
は
現
在
、
消
費
者
の
信
頼
を

回
復
す
る
た
め
に
、
分
か
り
や
す
く
一
貫

性
の
あ
る
制
度
設
計
で
、
加
盟
国
間
の

E
V
補
助
金
の
一
元
化
を
検
討
し
て
い
る
。

　

第
二
に
、
急
速
な
E
V
シ
フ
ト
が
も
た

ら
す
構
造
的
な
課
題
が
あ
る
。
欧
州
自
動

車
工
業
会
（
A
C
E
A
）
は
、
E
U
の
厳

格
な
C
O2
排
出
規
則
は
、
自
動
車
メ
ー

カ
ー
に
十
分
な
移
行
期
間
を
与
え
ず
、
多

額
な
投
資
や
罰
金
負
担
を
強
い
て
い
る
と

批
判
し
て
い
る
。
A
C
E
A
は
、（
当
時

E
U
が
掲
げ
て
い
た
）
25
年
の
乗
用
車
お

よ
び
商
用
車
の
C
O2
削
減
目
標
の
達
成

は
、
支
援
策
が
不
十
分
な
現
状
で
は
非
現

実
的
だ
と
警
告
し
、
E
U
自
動
車
産
業
行

動
計
画
策
定
に
対
す
る
提
言
を
発
表
し
た

（
図
表
1
参
照
）

8

。

　

こ
れ
を
受
け
、
欧
州
委
員
会
は
、
25
年

3
月
に
「
E
U
自
動
車
産
業
計
画
」
を
発

表
し
、
欧
州
の
競
争
力
強
化
と
脱
炭
素
化

の
両
立
を
目
指
す
野
心
的
な
パ
ッ
ケ
ー
ジ

2

規制の
簡素化・
負担軽減

市場主導の
ゼロエミッション化

推進

1
欧州の

ビジネス環境
改善

3

•生産コスト削減：人件費、エネルギー価格、バッテリー生産体制に対応し、製造コストを抑制する
•バリューチェーンの強化：自動車部品、バッテリー開発・製造、ソフトウエア、半導体の競争力を高める
•資金調達の簡素化：産業界が利用しやすい資金調達メカニズムを構築する
•自由貿易政策の推進：重要原材料法やネットゼロ産業法を活用し、資源確保を支援する

•インフラ整備の加速：EV充電ネットワークや水素ステーションの導入支援を強化する
•購入支援の継続：EVやZEVの購入支援、税制優遇措置を維持する
•政策の柔軟性：2025年CO₂削減目標の達成に向け規制の見直しを前倒す
•エネルギーの脱炭素化：燃料課税などの政策を通じて、持続可能な燃料の使用を促進する

•規制の一貫性の確保：関連法令を包括的に見直し、一貫性を確認する
•業界との対話強化：欧州委員会内に業界の関係者が参加可能な規制対話の場を設置する
•データ管理法の適切な実施：接続車両のデータ共有に関する既存の規制を適切に運用。新たな
規制の導入を避ける

〈図表1〉欧州自動車工業会によるEU自動車産業行動計画策定
に対する提言の概要

（出所）欧州自動車工業会による提言を基にDTFAインスティテュート作成
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を
提
示
し
た
（
図
表
2
参
照
）。
し
か
し
、

C
O2
排
出
規
制
の
一
部
緩
和
や
官
僚
的

な
手
続
き
の
複
雑
さ
、
地
域
・
社
会
間
の

ク
リ
ー
ン
モ
ビ
リ
テ
ィ
へ
の
ア
ク
セ
ス
格

差
へ
の
対
応
不
足
を
指
摘
す
る
声
も
根
強

く
あ
る
。
と
り
わ
け
、
A
C
E
A
の
働
き

掛
け
に
よ
り
導
入
さ
れ
た
新
車
の
C
O2

排
出
基
準
の
緩
和
は
、
E
V
普
及
を
遅
ら

せ
、
中
国
勢
の
技
術
革
新
に
さ
ら
に
後
れ

を
取
る
リ
ス
ク
を
孕
ん
で
い
る
と
の
指
摘

も
あ
る

9

。

　

た
だ
し
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
遅
れ
や

E
U
に
よ
る
支
援
不
足
だ
け
が
欧
州
の

E
V
シ
フ
ト
を
妨
げ
て
い
る
と
は
言
い
切

れ
な
い
。
上
述
の
と
お
り
23
～
24
年
の
需

要
低
迷
は
主
に
高
イ
ン
フ
レ
や
金
利
上
昇

と
い
っ
た
マ
ク
ロ
環
境
に
よ
る
も
の
で

10

、

経
済
が
回
復
す
れ
ば
、
自
動
車
市
場
も
再

び
活
性
化
し
、
高
価
格
帯
の
E
V
の
販
売

も
拡
大
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
加
え
て

E
V
業
界
で
は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の

効
率
化
が
進
ん
で
お
り
、
バ
ッ
テ
リ
ー
価

格
は
下
が
り
つ
つ
あ
る
た
め
、
市
場
の
回

復
と
相
ま
っ
て
、
E
V
の
普
及
を
後
押
し

す
る
だ
ろ
う

11

。

　

そ
れ
で
も
、
長
期
的
な
競
争
力
維
持
に

は
、
規
制
の
明
確
性
と
予
見
可
能
性
が
不

可
欠
だ
。
厳
格
な
環
境
規
制
は
、
欧
州
メ

ー
カ
ー
の
技
術
革
新
を
促
し
、
技
術
的
遅

れ
を
防
ぐ
手
段
と
な
る
か
も
し
れ
な
い
。

一
方
で
、
場
当
た
り
的
な
規
制
緩
和
や
保

護
主
義
的
な
措
置
は
、
業
界
の
戦
略
策
定

や
投
資
計
画
を
混
乱
さ
せ
、
矛
盾
し
た
メ

ッ
セ
ー
ジ
を
発
信
す
る
リ
ス
ク
が
あ
る
。

こ
う
し
た
不
安
定
な
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
結

果
的
に
欧
州
メ
ー
カ
ー
の
国
際
競
争
力
を

弱
め
か
ね
な
い
。

　

第
三
に
、
E
V
分
野
に
お
け
る
中
国
メ

ー
カ
ー
の
急
速
な
台
頭
が
あ
る
。
中
国
は
、

過
去
10
年
以
上
に
わ
た
り
、
中
国
の
持
続

可
能
な
発
展
と
国
家
の
安
定
を
確
保
す
る

た
め
に
「
製
造
業
の
技
術
力
向
上
と
外
国

技
術
依
存
か
ら
の
脱
却
」
を
国
家
戦
略
の

柱
に
据
え

12

、
米
中
対
立
な
ど
地
政
学
リ

ス
ク
の
高
ま
る
中
で
は
、「
国
家
安
全
保

障
」
の
側
面
か
ら
、
技
術
や
デ
ー
タ
保
護
、

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
管
理
、
自
給
自
足
の

推
進
を
よ
り
一
層
強
化
し
て
き
た
。
特
に

E
V
は
戦
略
的
分
野
と
し
て
位
置
付
け
ら

れ
、
中
国
政
府
は
研
究
開
発
支
援
、
税
制

優
遇
、
需
要
促
進
の
た
め
の
補
助
金
、
保

護
主
義
的
措
置
を
組
み
合
わ
せ
た
包
括
的

な
産
業
支
援
政
策
を
展
開
し
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
政
策
を
背
景
に
、
中
国
は
現

在
、
世
界
の
自
動
車
生
産
量
の
約
3
分
の

1
を
占
め
る
ま
で
に
成
長（
図
表
3
参
照
）。

こ
の
生
産
能
力
が
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
を

生
み
出
し
、
バ
ッ
テ
リ
ー
を
は
じ
め
と
す

る
E
V
の
主
要
部
品
の
コ
ス
ト
削
減
を
可

能
に
し
て
い
る
。
技
術
面
で
も
欧
米
を

凌り
ょ
う
が駕
し
て
お
り
、
中
国
大
手
バ
ッ
テ
リ
ー

メ
ー
カ
ー
の
C
A
T
L
（
寧
徳
時
代
新
能

源
科
技
）
は
25
年
4
月
の
上
海
で
開
催
さ

れ
た
イ
ベ
ン
ト
で
、「
5
分
の
充
電
で
最

大
5
2
0
㌔
の
走
行
が
可
能
」
だ
と
い
う

1
イノベーション

と
デジタル化

•欧州コネクテッド・自動運転車アライアンスの設立：次世代車の開発に向けて、官
民連携を促進
•ホライズン・ヨーロッパ資金：次世代バッテリー技術やモビリティ向けAIアプリ
ケーションなどのイノベーション支援
•サイバーセキュリティーの強化、G7との対話を通じたサプライチェーンリスク軽減
に対処する経済安全保障基準の策定

2 クリーン
モビリティ

•二酸化炭素（CO₂）排出規則の緩和措置：排出基準を25～27年に限り3年間の平
均値を適用可能とし、短期的な負担を軽減（※25年4月、欧州委員会発表）
•インフラ投資：代替燃料インフラ整備に5.7億ユーロを拠出。「欧州クリーン輸送回
廊イニシアチブ」を通じて、充電インフラを強化
•バッテリーパスポートの法整備：バッテリーの寿命や修理・メンテナンスに関する情
報の見える化を義務化

3

•域内生産の強化：EU域内でEVバッテリーを製造する企業に対し、包括的な支援
パッケージを用意。欧州企業が域外企業と技術移転を伴う連携をする場合、支援
対象を拡大
•競争力と自律性の確立を目指し、主要部品生産の欧州回帰、重要原材料の確保、
リサイクルへの支援強化
•官民連携、規制簡素化、資金調達メカニズムの整備、税制優遇、国際パートナー
シップを通じ、経済安全保障と循環経済（サーキュラーエコノミー）を両立

競争力と
サプライ
チェーン
強靱化

4
スキルと
社会的側面

•欧州公正移行オブザーバトリーの設置：人材不足やミスマッチに対処するため
に、自動車バリューチェーン全体および部門・地域ごとの雇用動向を含むデータの
集約と分析を通じ、予見性を高める
•EGF・ESF+規則の改正と活用の促進：欧州グローバリゼーション基金（EGF）や
欧州社会基金プラス（ESF+）を通じて、再就職、リスキリングの支援を拡大

5

市場アクセス
の強化
公平な
競争環境

•調達先の多様化・域外市場の確保：自由貿易協定（FTA）や互恵的な国際連携を
通じ市場アクセスと重要原材料を確保
•貿易防衛手段（原産地規則や中国製BEVに対する相殺関税措置の適用など）およ
び外国補助金規則の活用
•自動車産業における対内直接投資審査の強化を検討

〈図表2〉EU自動車産業行動計画（2025年）の主なポイント

（出所）EU自動車産業行動計画（2025年）を基にDTFAインスティテュート作成
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〈図表3〉世界の自動車生産における国・地域
別の台数（2020年と22年の比較）

（出所）European Commission, Based on 
International Organization of Motor Vehicle 
Manufactures 2023, 2024.
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最
新
の
バ
ッ
テ
リ
ー
を
披
露
し
た
。
一
方

で
、
欧
州
メ
ー
カ
ー
の
生
産
台
数
や
輸
出

台
数
は
近
年
減
少
し
て
お
り
、
競
争
力
低

下
が
顕
著
に
表
れ
て
い
る
。

　

中
国
の
E
V
シ
フ
ト
が
成
功
し
た
背
景

に
は
二
つ
の
要
因
が
あ
る
。
第
一
に
、
北

京
な
ど
中
国
の
都
市
部
で
は
大
気
汚
染
が

深
刻
化
し
、
こ
れ
を
政
治
課
題
と
し
て
捉

え
、
E
V
普
及
を
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

し
た
こ
と
。
第
二
に
、
内
燃
機
関
車

（
I
C
E
）
分
野
で
の
技
術
的
な
遅
れ
を

新
技
術
（
電
動
化
、
バ
ッ
テ
リ
ー
）
に
注

力
し
て
取
り
戻
す
こ
と
が
合
理
的
だ
と
早

期
に
判
断
を
下
し
た
点
だ
。
加
え
て
、
中

国
は
、
リ
チ
ウ
ム
や
コ
バ
ル
ト
な
ど
の
バ

ッ
テ
リ
ー
原
材
料
を
自
国
内
で
調
達
で
き

る
と
い
う
強
み
も
有
し
て
お
り
、
こ
れ
は

中
国
勢
の
価
格
競
争
力
を
一
段
と
高
め
る

追
い
風
と
な
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
中
国
メ
ー
カ
ー
は
国
家
補
助

金
を
受
け
、
高
い
価
格
競
争
力
を
持
っ
て

い
る
。
実
際
、
B
Y
D
は
欧
州
の
同
ク
ラ

ス
の
モ
デ
ル
よ
り
も
40
～
60
%
安
い
価
格

で
販
売
で
き
る
た
め
、
欧
州
メ
ー
カ
ー
は

「
高
価
格
帯
へ
の
シ
フ
ト
で
品
質
面
で
の

競
争
力
を
維
持
す
る
」
戦
略
を
余
儀
な
く

さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
高
級
モ
デ
ル
へ

の
シ
フ
ト
は
価
格
競
争
力
の
喪
失
を
招
き
、

欧
州
の
み
な
ら
ず
ブ
ラ
ジ
ル
や
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
と
い
っ
た
低
価
格
帯
が
ボ
リ
ュ
ー
ム

ゾ
ー
ン
の
新
興
市
場
で
も
シ
ェ
ア
を
大
き

く
落
と
す
結
果
と
な
っ
て
い
る
。
コ
ス
ト

削
減
の
た
め
、
生
産
拠
点
を
中
国
に
移
し

た
欧
州
メ
ー
カ
ー
も
少
な
く
な
い
。
し
か

し
、
こ
う
し
た
動
き
は
E
U
域
内
の
産
業

の
空
洞
化
を
加
速
さ
せ
、
域
内
で
の
投
資

や
技
術
開
発
意
欲
を
削そ

ぎ
、
中
国
へ
の
依

存
を
深
め
る
一
方
だ
。

ト
ラ
ン
プ
2・0
に
揺
れ
る
欧
州
自
動
車
産
業

　

欧
州
の
自
動
車
産
業
の
不
確
実
性
を
さ

ら
に
高
め
て
い
る
の
は
、
ド
ナ
ル
ド
・
ト

ラ
ン
プ
米
大
統
領
に
よ
る
関
税
戦
争
で
あ

る
。
ト
ラ
ン
プ
氏
の
再
登
場
に
伴
い
、
業

界
を
取
り
巻
く
リ
ス
ク
環
境
は
大
き
く
変

化
し
て
い
る
。
ま
ず
、
25
年
1
月
20
日
に

「
米
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
解
放
」
に
関
す

る
大
統
領
令
を
発
表
し
、
E
V
イ
ン
フ
ラ

へ
の
資
金
停
止
や
バ
イ
デ
ン
政
権
下
で
推

し
進
め
ら
れ
て
き
た
E
V
支
援
関
連
施
策

撤
回
を
指
示
し
た
。
イ
ン
フ
レ
抑
制
法

（
I
R
A
）
の
E
V
購
入
税
額
控
除
を
直

接
廃
止
す
る
権
限
は
な
い
も
の
の
、
そ
の

効
力
を
弱
め
る
動
き
だ
と
い
え
る

13

。

　

I
R
A
に
よ
る
米
国
内
の
E
V
補
助
金

が
撤
回
さ
れ
れ
ば
、
E
U
メ
ー
カ
ー
の
米

国
市
場
で
の
競
争
環
境
が
改
善
す
る
か
も

し
れ
な
い
と
の
見
方
も
あ
っ
た
。
バ
イ
デ

ン
政
権
下
で
成
立
し
た
I
R
A
は
、
総
額

3
6
9
0
億
㌦
規
模
の
気
候
変
動
対
策
へ

の
補
助
金
提
供
を
通
じ
て
、
米
国
の
ク
リ

ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
を
活
性
化
さ
せ
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
こ
れ
に
は
、

E
V
購
入
時
の
税
額
控
除
も
含
ま
れ
て
お

り
、
米
国
市
場
で
の
E
V
普
及
を
後
押
し

し
て
き
た
。
し
か
し
、
E
U
は
米
国
と
自

由
貿
易
協
定
（
F
T
A
）
を
締
結
し
て
い

な
い
た
め
、
欧
州
メ
ー
カ
ー
は
こ
の
恩
恵

を
享
受
で
き
ず
、
む
し
ろ
競
争
上
で
不
利

な
立
場
に
置
か
れ
て
い
た
。

　

だ
が
、
こ
う
し
た
楽
観
的
観
測
は
瞬
く

間
に
打
ち
砕
か
れ
る
。
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、

同
盟
国
や
友
好
国
も
標
的
に
す
る
強
硬
策

を
矢
継
ぎ
早
に
展
開
し
て
い
る
。
25
年
3

月
4
日
、
国
際
緊
急
経
済
権
限
法

（
I
E
E
P
A
）
に
基
づ
き
、
メ
キ
シ
コ

に
は
一
律
25
％
、
カ
ナ
ダ
の
資
源
・
エ
ネ

ル
ギ
ー
関
連
に
10
%
、
そ
れ
以
外
の
品
目

に
25
%
の
追
加
関
税
を
発
動
。
続
く
3
月

26
日
に
は
、
1
9
6
2
年
通
商
拡
大
法

2
3
2
条
を
根
拠
に
、
全
世
界
か
ら
の
自

動
車
・
自
動
車
部
品
輸
入
に
対
し
て
、

25
%
の
追
加
関
税
を
賦
課
す
る
大
統
領
令

を
発
表
。
自
動
車
本
体
へ
の
追
加
関
税
は
、

4
月
3
日
か
ら
適
用
が
開
始
さ
れ
た
（
※

自
動
車
部
品
に
つ
い
て
は
4
月
29
日
に
追

加
関
税
の
緩
和
措
置
が
発
表
さ
れ
て
い

る
）。

　

こ
れ
ら
一
連
の
関
税
措
置
は
、
急
速
な

E
V
シ
フ
ト
の
副
作
用
で
苦
し
む
欧
州
自

動
車
産
業
に
追
い
打
ち
を
か
け
る
。
E
U

か
ら
の
輸
出
車
の
約
20
%
が
米
国
向
け
で

あ
り
、
約
3
8
0
億
ユーロ
に
相
当
す
る
。
メ

ル
セ
デ
ス
ベ
ン
ツ
や
ス
テ
ラ
ン
テ
ィ
ス
は
、

早
々
に
業
績
予
測
を
凍
結
し
た
。
B
M
W

は
、
年
間
10
億
ユーロ
の
関
税
負
担
に
直
面
し

て
い
る
。

E
U
の
政
策
対
応

　

欧
州
自
動
車
産
業
は
、
米
国
の
一
国
主

義
的
な
動
き
、
中
国
勢
の
台
頭
、
そ
し
て

E
V
シ
フ
ト
の
遅
れ
と
い
う
三
重
苦
に
さ

ら
さ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
逆
風
に
対
し
、

欧
州
委
員
会
は
迅
速
な
対
応
を
迫
ら
れ
て

い
る
が
、
加
盟
国
間
で
は
、
貿
易
政
策
、

産
業
戦
略
、
地
政
学
的
な
優
先
事
項
を
巡

る
対
立
が
あ
る
。

　

ま
ず
、
欧
州
委
員
会
が
打
ち
出
し
た
の

は
、
中
国
製
バ
ッ
テ
リ
ー
式
電
気
自
動
車

（
B
E
V
）
に
対
す
る
相
殺
関
税
措
置
だ
。

24
年
10
月
29
日
、
同
委
員
会
は
、
中
国
政

府
の
巨
額
補
助
金
が
世
界
貿
易
機
関

（
W
T
O
）
ル
ー
ル
に
抵
触
し
て
い
る
疑

い
が
あ
る
と
結
論
付
け
、
メ
ー
カ
ー
ご
と

に
異
な
る
追
加
関
税
を
設
定
し
た
。　

B
Y
D
に
は
17
%
、
吉
利
汽
車
（G

eely

）
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に
は
18
・
8
％
、
上
海
汽
車
集
団

（
S
A
I
C
）
に
は
35
・
3
%
が
課
せ
ら

れ
た
。
一
方
、
テ
ス
ラ
に
は
、
中
国
メ
ー

カ
ー
ほ
ど
補
助
金
を
受
け
て
い
な
い
と
判

断
さ
れ
、
7
・
8
%
に
抑
え
ら
れ
た
。
調

査
に
協
力
し
た
メ
ー
カ
ー
（
欧
州
メ
ー
カ

ー
を
含
む
）
に
は
20
・
7
%
の
関
税
が
課

さ
れ
る
。
こ
の
措
置
の
狙
い
は
、
中
国
政

府
の
補
助
金
を
受
け
た
製
品
の
価
格
競
争

力
を
是
正
し
、
欧
州
の
産
業
基
盤
を
守
る

こ
と
に
あ
る
。

　

し
か
し
、
こ
の
措
置
を
巡
っ
て
E
U
内

で
意
見
が
分
か
れ
た
。
加
盟
国
27
カ
国
の

う
ち
、
10
カ
国
が
賛
成
、
12
カ
国
が
棄
権
、

5
カ
国
が
反
対
し
た
。
特
筆
す
べ
き
は
、

ド
イ
ツ
が
「
反
対
票
」
を
投
じ
た
こ
と
だ
。

24
年
7
月
の
非
拘
束
力
の
投
票
で
は
棄
権

し
て
い
た
が
、
最
終
的
に
は
ド
イ
ツ
メ
ー

カ
ー
の
積
極
的
な
ロ
ビ
ー
活
動
の
影
響
を

受
け
て
反
対
に
転
じ
た
。
多
く
の
ド
イ
ツ

企
業
は
、
中
国
に
よ
る
報
復
措
置
や
中
国

国
内
で
の
ド
イ
ツ
企
業
の
投
資
に
対
す
る

リ
ス
ク
が
高
ま
る
こ
と
を
懸
念
し
て
い
る
。

25
年
4
月
10
日
、
E
U
は
関
税
で
は
な
く

「
最
低
価
格
ル
ー
ル
」
の
導
入
協
議
を
中

国
側
と
進
め
る
こ
と
で
合
意
し
た
と
発
表

し
た
が
（
相
殺
関
税
は
発
動
済
み
）、
こ

う
し
た
動
き
は
、
ド
イ
ツ
の
対
中
依
存
の

深
さ
を
示
し
た
と
同
時
に
E
U
全
体
で
の

対
中
強
硬
策
を
阻
む
最
大
の
障
害
と
も
な

っ
て
い
る
こ
と
を
浮
き
彫
り
に
し
た
。

　

ド
イ
ツ
と
フ
ラ
ン
ス
の
立
場
の
違
い
が

一
層
鮮
明
に
な
っ
た
点
も
見
逃
せ
な
い
。

フ
ラ
ン
ス
の
エ
マ
ニ
ュ
エ
ル
・
マ
ク
ロ
ン

大
統
領
は
、
欧
州
の
「
戦
略
的
自
律

（Strategic Autonom
y

）」
を
一
貫
し

て
掲
げ
て
お
り
、
国
家
に
よ
る
積
極
的
介

入
を
主
張
し
て
い
る
。
原
産
地
規
則
の
厳

格
化
や
、
E
U
の
補
助
金
と
引
き
換
え
に

外
国
企
業
に
対
し
、
欧
州
へ
の
技
術
移
転

の
義
務
化
を
提
案
し
、
域
内
で
の
生
産
・

技
術
基
盤
強
化
を
目
指
す
。

　

こ
れ
は
、E
U
の
国
家
補
助
金
（State 

Aid

）
に
対
す
る
姿
勢
の
変
化
と
も
い
え

る
。
E
U
は
こ
れ
ま
で
、
国
家
補
助
金
の

活
用
に
対
し
て
消
極
的
で
あ
っ
た
が
、
20

年
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
経
済

の
混
乱
を
機
に
大
き
く
舵か

じ

を
切
り
、
補
助

金
に
よ
る
支
援
を
積
極
的
に
拡
充
し
て
い

る
。
コ
ロ
ナ
が
終
息
し
た
今
日
に
お
い
て

も
こ
の
流
れ
は
変
わ
ら
な
い
。
背
景
に
は
、

国
家
補
助
金
に
よ
り
武
装
し
た
中
国
企
業

と
の
熾し

れ
つ烈
な
競
争
が
あ
る
。
中
国
企
業
は
、

政
府
か
ら
の
支
援
を
活
用
し
て
価
格
競
争

力
を
高
め
、
さ
ら
に
は
E
U
の
相
殺
関
税

を
か
い
く
ぐ
る
た
め
に
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
や

ス
ペ
イ
ン
の
E
V
・
バ
ッ
テ
リ
ー
工
場
へ

の
投
資
を
拡
大
。
こ
れ
ら
の
工
場
に
は
現

地
政
府
も
補
助
金
を
提
供
し
て
い
る
が
、

実
態
は
現
地
で
の
組
み
立
て
に
と
ど
ま
り
、

技
術
開
発
や
高
付
加
価
値
化
に
は
つ
な
が

っ
て
い
な
い
。

　

マ
ク
ロ
ン
氏
は
、
こ
う
し
た
状
況
を
踏

ま
え
、
市
場
主
導
で
は
欧
州
の
製
造
業
の

復
活
は
難
し
い
と
し
、
E
U
が
補
助
金
を

与
え
る
際
に
は
、「
付
加
価
値
の
あ
る
製

造
」
と
「
技
術
移
転
」
を
要
件
に
す
べ
き

だ
と
主
張
す
る
。
こ
れ
は
、
長
年
に
わ
た

り
E
U
が
批
判
し
て
き
た
中
国
の
戦
略
を
、

逆
に
E
U
が
模
倣
す
る
形
だ
。
実
施
さ
れ

れ
ば
国
際
貿
易
シ
ス
テ
ム
の
再
編
は
必
至

だ
。欧

州
自
動
車
産
業
戦
略
の
行
方
─
三
つ
の
シ
ナ
リ
オ

　

欧
州
の
自
動
車
産
業
は
、
世
界
的
に
進

む
「
重
商
主
義
的
」
と
い
え
る
動
き
に

翻ほ
ん
ろ
う弄

さ
れ
て
い
る
。
米
国
や
中
国
が
相
次

い
で
高
関
税
や
補
助
金
競
争
を
激
化
さ
せ

る
中
、
欧
州
諸
国
が
対
抗
策
と
し
て
保
護

主
義
に
傾
け
ば
、
報
復
の
連
鎖
に
巻
き
込

ま
れ
、
貿
易
戦
争
の
泥
沼
に
陥
り
か
ね
な

い
。
そ
う
な
れ
ば
、
多
国
間
協
調
の
枠
組

み
は
崩
れ
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
分
断

だ
け
で
な
く
、
気
候
変
動
や
資
源
の
安
定

供
給
と
い
っ
た
世
界
共
通
の
課
題
を
解
決

す
る
道
も
閉
ざ
さ
れ
る
恐
れ
が
あ
る
。
欧

州
は
ど
こ
に
向
か
う
の
か
。
三
つ
の
シ
ナ

リ
オ
を
示
す
。

　
【
シ
ナ
リ
オ
Ⅰ
：
対
中
強
硬
姿
勢
へ
の

傾
斜
】

　

第
一
の
シ
ナ
リ
オ
は
、
ト
ラ
ン
プ
政
権

の
対
中
強
硬
政
策
に
歩
調
を
合
わ
せ
る
形

で
、
E
U
が
中
国
製
E
V
や
バ
ッ
テ
リ
ー

に
対
す
る
規
制
を
強
化
す
る
ケ
ー
ス
で
あ

る
。
25
年
4
月
2
日
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領

は
全
輸
入
品
に
10
％
の
追
加
関
税
を
課
す

「
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
関
税
」
と
、
特
定
国
・

地
域
に
は
さ
ら
に
上
乗
せ
す
る
「
相
互
関

税
」
を
発
表
（
※
4
月
9
日
に
は
相
互
関

税
の
90
日
間
停
止
を
表
明
）。
ス
コ
ッ
ト
・

ベ
セ
ン
ト
米
財
務
長
官
は
、
中
国
経
済
の

孤
立
を
目
的
に
、
相
互
関
税
の
譲
歩
の
見

返
り
と
し
て
、
貿
易
相
手
国
に
中
国
と
の

貿
易
制
限
を
迫
る
。
E
U
が
米
国
に
追
随

す
れ
ば
、
中
国
製
E
V
や
部
品
の
関
税
引

き
上
げ
だ
け
で
な
く
、
技
術
移
転
要
件
の

拡
大
や
環
境
規
制
の
活
用
に
よ
っ
て
、
バ

ッ
テ
リ
ー
原
材
料
・
部
品
の
サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー
ン
か
ら
中
国
勢
を
排
除
す
る
方
向
へ

進
む
可
能
性
が
あ
る
。
た
だ
し
、
高
関
税

は
、
両も

ろ

刃は

の
剣
で
あ
り
、
競
争
力
の
高
い

中
国
メ
ー
カ
ー
は
生
き
残
る
だ
ろ
う
。
む

し
ろ
、
原
材
料
・
部
品
の
調
達
が
困
難
に

な
り
E
V
価
格
の
高
騰
は
加
速
す
る
か
も

し
れ
な
い
。
加
え
て
、
中
国
市
場
に
依
存

す
る
ド
イ
ツ
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
は
、
中
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国
か
ら
の
報
復
は
大
き
な
リ
ス
ク
に
な
る
。

　

一
方
で
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
内
で
も
対
中

方
針
を
巡
る
揺
れ
が
続
い
て
お
り
、
欧
米

間
の
協
議
は
難
航
す
る
か
も
し
れ
な
い
。

そ
の
結
果
、
E
U
で
は
米
国
依
存
の
リ
ス

ク
へ
の
警
戒
が
よ
り
一
層
高
ま
る
だ
ろ
う
。

実
際
、
E
U
の
一
部
の
加
盟
国
や
産
業
界

で
は
、
中
国
と
の
関
係
再
構
築
に
関
心
を

示
し
て
お
り
、
中
国
市
場
を
再
評
価
す
る

動
き
も
見
ら
れ
る
。
欧
米
間
の
緊
張
が
長

期
化
す
れ
ば
、
こ
う
し
た
傾
向
が
よ
り
顕

著
に
な
る
だ
ろ
う
。

　
【
シ
ナ
リ
オ
Ⅱ
：
戦
略
的
自
律
の
強
化

と
産
業
基
盤
の
再
構
築
】

　

欧
州
は
米
中
対
立
に
左
右
さ
れ
な
い
独

自
路
線
を
追
求
す
る
。
そ
の
コ
ア
と
な
る

の
が
「
戦
略
的
自
律
」
と
い
う
考
え
方
だ
。

欧
州
バ
ッ
テ
リ
ー
連
合
を
通
じ
た
域
内
の

バ
ッ
テ
リ
ー
生
産
能
力
の
強
化
、
ネ
ッ
ト

ゼ
ロ
産
業
法
や
重
要
原
材
料
法
を
活
用
し

た
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
多
様
化
と
資
源

リ
サ
イ
ク
ル
基
準
の
強
化
に
取
り
組
む
。

こ
う
し
た
政
策
を
通
じ
て
、
30
年
ま
で
に

域
内
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
段
階
的
に
内

製
化
し
、
E
V
普
及
を
着
実
に
後
押
し
す

る
。

　

同
時
に
輸
出
先
の
多
角
化
も
進
め
る
。

中
国
だ
け
で
な
く
、
米
国
依
存
を
低
減
す

る
た
め
に
、
イ
ン
ド
や
メ
キ
シ
コ
、
南
米

諸
国
と
の
F
T
A
交
渉
を
加
速
し
、
新
た

な
市
場
開
拓
を
進
め
る
。
さ
ら
に
、
25
年

に
発
表
さ
れ
た
「
欧
州
コ
ネ
ク
テ
ッ
ド
・

自
動
運
転
モ
ビ
リ
テ
ィ
」
を
活
用
し
、
米

国
製
半
導
体
へ
の
依
存
を
減
ら
し
、
自
前

の
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
育
成
す
る
。
た
だ
し
、

加
盟
国
間
で
の
利
害
対
立
が
依
然
と
し
て

存
在
し
、
統
一
的
な
戦
略
の
策
定
に
は
困

難
が
伴
う
。

　
【
シ
ナ
リ
オ
Ⅲ
：
内
部
対
立
の
深
化
と

域
内
産
業
衰
退
リ
ス
ク
】

　

最
も
悲
観
的
な
シ
ナ
リ
オ
は
、
強
硬
措

置
で
は
な
く
協
議
に
よ
る
解
決
を
目
指
す

ド
イ
ツ
の
対
米
・
対
中
姿
勢
緩
和
派
、
フ

ラ
ン
ス
の
戦
略
的
自
律
推
進
派
、
そ
し
て

外
資
誘
致
を
優
先
す
る
東
欧
諸
国
…
E
U

加
盟
国
間
の
対
立
に
よ
り
決
定
が
先
送
り

と
な
り
、
統
一
的
な
戦
略
策
定
が
宙
に
浮

い
て
し
ま
う
展
開
だ
。
補
助
金
の
枠
組
み
、

技
術
移
転
の
ル
ー
ル
、
貿
易
交
渉
の
い
ず

れ
も
が
後
手
に
回
り
、
域
内
の
バ
ッ
テ
リ

ー
生
産
や
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
開
発
へ
の
大
規

模
投
資
は
見
送
ら
れ
、
中
国
・
米
国
に
さ

ら
な
る
後
れ
を
取
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

そ
う
な
れ
ば
、
数
万
人
規
模
の
失
業
が
現

実
の
も
の
と
な
り
か
ね
な
い
。
多
く
の
中

小
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
が
撤
退
、
伝
統
的

O
E
M
の
再
編
や
統
合
が
加
速
し
、
欧
州

の
自
動
車
産
業
は
か
つ
て
の
競
争
力
を
取

り
戻
せ
な
い
可
能
性
が
高
ま
る
。

　

欧
州
の
自
動
車
産
業
の
危
機
は
、

こ
れ
ま
で
の
戦
略
を
転
換
す
る
機
会

で
も
あ
る
。
E
U
は
、
短
期
的
な
産

業
保
護
政
策
（
貿
易
規
制
や
補
助
金

合
戦
）
か
ら
脱
却
し
、
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
や
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な
生
産
体
制

の
構
築
を
軸
に
据
え
直
す
必
要
が
あ

る
。
バ
ッ
テ
リ
ー
や
半
導
体
、
ソ
フ

ト
ウ
エ
ア
と
い
っ
た
戦
略
技
術
へ
の

大
胆
な
投
資
と
、
域
内
外
の
パ
ー
ト

ナ
ー
と
の
協
働
に
よ
っ
て
、
価
格
競

争
だ
け
に
依
存
し
な
い
新
た
な
競
争

力
を
手
に
入
れ
ら
れ
る
か
が
自
動
車

産
業
再
興
の
鍵
と
な
る
だ
ろ
う
。
と

り
わ
け
、
米
国
の
同
盟
国
と
の
連
携

を
深
化
さ
せ
、
グ
ロ
ー
バ
ル
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
を
再
構
築
す
る
こ
と
で
、

欧
州
は
「
強き

ょ
う
じ
ん靱
性
・
高
付
加
価
値
・

社
会
的
価
値
」
を
コ
ア
に
据
え
た
真

の
意
味
で
自
律
性
を
確
立
で
き
る
の

で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
E
U
の
自
動

車
産
業
が
置
か
れ
て
い
る
状
況
は
、

日
本
に
と
っ
て
も
教
訓
と
な
り
得
る
。

政
策
や
戦
略
で
互
い
に
協
調
で
き
る

点
は
多
い
。
今
こ
そ
、
日
・
E
U
の

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
深
化
さ
せ
る

時
だ
。
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